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          主         文 

    １ 本件控訴をいずれも棄却する。 

    ２ 控訴費用は控訴人らの負担とする。 

          事 実 及 び 理 由 

第１ 控訴の趣旨 

 １ 原判決を取り消す。 

 ２ 千葉県知事が控訴人Ａに対し平成２０年１２月１５日付け千葉県道整指令第

○号でした建築不許可処分を取り消す。 

 ３ 千葉県知事が控訴人Ｂに対し平成２０年１２月１５日付け千葉県道整指令第

○号でした建築不許可処分を取り消す。 

 ４ 千葉県知事が控訴人Ｃに対し平成２１年２月１７日付け千葉県道整指令第○

号でした建築不許可処分を取り消す。 

 ５ 千葉県知事が控訴人Ｄに対し平成２１年２月１７日付け千葉県道整指令第○

号でした建築不許可処分を取り消す。 

 ６ 千葉県知事が控訴人Ｅに対し平成２１年２月１７日付け千葉県道整指令第○

号でした建築不許可処分を取り消す。 

第２ 事案の概要 

 １ 控訴人らが千葉県知事に対し現行の都市計画法６５条１項に基づき居住用建

築物に係る各建築許可を申請したところ，同知事は，いずれの申請についても

市川都市計画道路×号線のうち市川市が施行している都市計画道路事業の工事

の施行の障害となることを理由として不許可決定（以下，控訴人らに対する各

不許可決定を併せて「本件不許可処分」という。）をした（控訴人Ａ及び同Ｂ

については平成２０年１２月１５日，控訴人Ｃ，同Ｄ及び同Ｅについては平成

２１年２月１７日）。 

   本件は，控訴人らが，被控訴人に対し，都市計画法（平成８年法律第４８号

による改正前のもの。以下，特段の断りない限り同じ。）２１条１項に基づき
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平成７年２月２８日付けでされた前記都市計画道路に係る都市計画変更決定

が違法であって取り消されるべきものであるから，その違法を承継した本件不

許可処分も違法である等と主張して，本件不許可処分の取消しを求めた事案で

ある。 

   原審は，上記都市計画変更決定に違法事由があるとは認められない等として，

控訴人らの請求を棄却したため，控訴人らが控訴した。 

 ２ 事案の概要の詳細は，当審における当事者の主張を３ないし７のとおり加え

るほかは，原判決「事実及び理由」欄の「第２ 事案の概要」に記載のとおり

であるから，これを引用する（ただし，原判決１０頁１９・２０行目の「平成

７年法律第１３号による改正前の都市計画法（以下，「旧都計法」という。）」

を「都市計画法（平成８年法律第４８号による改正前のもの。以下，特段の断

りなき限り同じ。）」と，同行目以降の各「旧都計法」をいずれも「都市計画

法」と，同１８頁１８行目の「都市計画法」を「現行の都市計画法」と，それ

ぞれ改める。）。 

 ３ 本件変更決定の程度について（争点１なしい３について） 

  （控訴人らの主張） 

   車線数及び交差点に係る本件変更決定の内容は，軽微な変更にとどまるもの

ではない。 

  (1) 本件変更決定は従前の４車線道路から２車線道路に変更するものであり，

軽微な変更にとどまるものではない。 

    ２車線道路であれば，必要な幅員はせいぜい６メートルであるにもかかわ

らず，本件道路部分のＦ線の跨線橋部分で１２メートルもの幅員が予定され

ていたということは，昭和４２年当時に本件道路部分について２車線を予定

していたと考えることは不合理である。むしろ，跨線橋の立体交差部分の全

幅を車道とし，副道に歩道を設置するならば，幅員１２メートルで４車線を

設置することが可能である。 
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    また，平成７年に行われた地元自治会の住民に対する説明では，複数の計

画案を示して説明がされているが，その説明の中には２０メートルの幅員で

４車線を設置する構造図も含まれており，当時，４車線が計画されていたこ

とをうかがわせる事情である。 

    仮に都市計画として車線数について断定的な計画がなかったとすると，本

件変更決定及びこれと一体となる本件事業認可により２車線とすることが確

定したものであるから，この時点で重要な変更決定が行われたというべきで

ある。 

  (2) 本件変更決定は，交差点に右折車線を設けるものであり，右折を容易にし，

かつ直進車が右折車に妨げられないため，交通が集中する。本件道路部分に

市川都市計画道路××号Ｇ線（国道○号）及び市川都市計画道路×××Ｈ線

を接続する役割を期待しているものである。すなわち，Ｆ線と踏切交差によ

る交通渋滞が恒常化し，何ら改善策が取られない中，本件変更決定により立

体交差が実現すると，周辺の交通事情からみて，同立体交差を通行しようと

する自動車の本件道路部分への交通の集中を招く。 

    交差点における交通の確保は道路にとって重要な要素であり，交差点の構

造が変わることにより交通量も大きく変化するのであるから，本件変更決定

における交差点の変更は軽微な変更とはいえない。 

  (3) 本件変更決定前の大臣認可の申請手続きで交通量推計資料（甲３。以下「本

件交通量推計資料」という。）が添付資料として添付されていたことからす

ると，本件変更決定に交通量調査が必要であったことが明らかであり，この

点からも本件変更決定が，軽微な手続ではなく，交通量調査資料が必要なも

のであったことが明らかである。 

  （被控訴人及び参加行政庁の主張） 

   本件変更決定の内容及び程度は軽微なものにとどまる。 

  (1) 本件変更決定前においても本件道路部分は２車線で計画されていた。 
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    従前の都市計画において，本件道路部分のＦ線と交差部分である跨線橋部

分は，橋梁部分の本線車道に並行して副道を設ける必要があることから広い

幅員で計画されたものである。 

旧道路構造令においては，第４種道路の２車線道路の最小車道幅員は６．

５メートルと規定され，また，第４種道路には各側に歩道を設けるものと規

定されているから，跨線橋部分では，路肩を設けずに歩道の幅員を最小の１．

５メートルとしても，１２メートルの幅員のうち車道部分の幅員は９メート

ルにしかならず，４車線にはなり得ない。 

また，第４種道路にはその各側に歩道を設けるものとされているが，本件

道路分の跨線橋部分は，平坦な市街地に設置されるものであり，歩道を設置

しないことが許される「地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない

箇所」（旧道路構造令９条１項ただし書）に設置されるものではない。 

  (2) 本件変更決定における交差点の部分改良に係る変更は，本件変更決定時の

道路構造令が定める基準に合わせて区域を変更したもので軽易なものであ

る。 

   ア 本件変更決定によって，右折車線を設けることを目的として，市川都市

計画道路××号Ｇ線（国道○号）及び市川都市計画道路×××Ｈ線を拡幅

するという変更をしたことは明らかであるが，都市計画では，右折車線の

設置等の道路の詳細な構造について定めるものではなく，両都市計画道路

及び本件道路部分に右折車線を設けることが法律上決定されたのは，本件

変更決定から５か月後の平成７年７月の本件事業認可においてである。し

たがって，法律上は，本件変更決定において右折車線の設置という点で何

らかの変化が生じたものではない。 

   イ 右折車線は道路における一般的な構造とされ，交差点における交通容量

を回復させる機能を持つにすぎず，上記各交差点での右折車線は，同交差

点での交通容量（道路上のある地点において車両を通過させる能力）を回
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復させる機能（渋滞緩和機能）を持つにすぎないのであって，そもそも本

件事業認可に係る道路部分の総体的な交通量に影響を与えるような性質の

ものではない。 

     また，右折車線の性質が上記のようなものであるため，一般的に右折車

線の有無を区別して交通量予測をすることはなく，ましてや右折車線があ

ることにより特定の道路に交通が集中することを前提に交通量予測をする

ことはない。このことは本件交通量推計資料（甲３）の元となった市川市

都市計画道路網交通量推計業務報告書（甲１０。以下「本件交通量推計報

告書」という。）においても同様である。 

 ４ 公聴会の要否について（争点１について） 

（控訴人らの主張） 

  (1) 都市計画法２１条は同法１６条を準用しているものではないが，都市構造

に大きな影響を及ぼす根幹的施設を定める場合等には変更決定においても同

条が直接適用されるべきである。 

    そして，本件都市計画道路は，Ｉ道路，Ｊ道路，Ｋ道路，Ｌ線といった大

動脈道路との接続が予定された根幹的な都市施設であり，市道ではあるが，

その都市計画決定は千葉県知事が行わなければならないものであるところ

（都市計画法１５条１項３号），本件変更決定においては，道路の性格，構

造，骨格等が変更されるのであるから，上記の場合に当たり，公聴会の開催

が必要である。 

  (2) 本件都市計画道路は，昭和３９年に基本線が決定され，本件変更決定は平

成７年にされたものであるから，３０年以上が経過している。その間には，

騒音等による環境悪化を恐れた多数の地域住民からの請願を受け，市川市議

会が道路事業の凍結を決議した経緯もある。このような事情があるのである

から，都市計画の変更決定を行うに当たっては，地域住民の意見を聞き，変

更決定に反映させるべきであった。 
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  (3) 控訴人らを含む住民は，説明会において市川市の担当者が約束した交通量

調査や環境調査結果が知らされることを待っていたものであり，その間に都

市計画変更決定や事業認可がされたことも，取消訴訟の出訴期間が徒過した

ことも全く知らなかった。このように，変更決定や事業認可の違法性を争う

機会を控訴人らを含む地元住民に保証するためにも，利害関係を有する住民

らの意見を聴く公聴会の開催が必要であり，それを行わず，変更決定や事業

認可が当分行われないと誤信させた市川市又は被控訴人の行為は，都市計画

手続に住民が参加する機会を奪ったものであり，都市計画法１６条１項，１

７条２項，１８条１項，２項，２１条１項，２項の規定に反して違法である。 

  （被控訴人及び参加行政庁の主張） 

   都市計画法１６条１項の規定からも明らかなように，公聴会等を開催するか

否かは都市計画決定権者である都道府県知事又は市町村の裁量にゆだねられて

おり，また，公聴会，説明会等の方法のうち，いかなる方法を選択するかも同

様に都市計画決定権者の裁量にゆだねられている。 

   本件変更決定は，α川・β川河川改修事業に伴う，Ｆ線との立体交差部分の

構造変更及び都市計画道路の線形及び幅員を変更するものであり，起点終点の

変更及び車線数の増減を行わないものであるから，道路網の全体的な再整備等

の広範囲の多数の住民に直接影響を及ぼすような都市計画の変更とは異なり，

被控訴人が公聴会を開催しないと判断したことは，裁量の範囲内であって違法

となるものではない。 

 ５ 基礎調査の要否及び基礎調査の適否について（争点３について） 

  （控訴人らの主張） 

  (1) 都市計画の変更決定においても基礎調査が必要である。 

都市計画法２１条の条文からみて，都市計画の変更決定においては，必然

的に都市計画法１３条１項による基礎調査（道路においては交通量調査）が

予定されている。実際問題として都市計画決定の際には基礎調査が必要と定
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められているのに，変更決定の際に不要というのは不合理である。 

平成１４年法律第８５号により新設された都市計画法２１条の２において

は，一定の範囲の住民らが都市計画決定・変更決定の提案をする際には，そ

の提案が正式な提案として認められるためには，同法１３条所定の要件を充

たすものでなければならないとされており，この理は，都市計画法２１条に

よる変更決定の場合にも異なることはない。 

  (2) 都市計画の変更決定について常には基礎調査が必要ではないとしても，本

件変更決定の内容は前記３の控訴人らの主張のとおり，重大な変更に当たり，

基礎調査に基づいて行われるべきである。 

    また，実質的にみても，本件変更決定前には２０年以上の長期にわたり都

市計画の実質的な変更は行われていない。この間の社会経済状況の著しい変

化，都市計画道路に対する請願や市川市市議会の議論の状況を踏まえれば，

本件変更決定は，実質的には新計画の決定と評価されるものであり，当然交

通量調査が行われるべきである。 

  (3) また，本件変更決定において基礎調査として利用された本件交通量推計資

料（甲３）は，不適切である。 

    すなわち，同資料は，都市計画道路網の交通量を推計する本件交通量推計

報告書（甲１０）を転記したものであるが，都市計画道路網の調査は，地域

全体における道路の配置等を検討するためのものであって，将来の都市計画

全てが完成したものとして数字を算出するものであり，目標年次も定められ

ていない推計であるから，特定道路の交通量を推計し得るものではなく，こ

れに基づき道路構造を設計することはできない。本来，特定道路の交通量調

査は，他の道路の交通容量を現況実態調査や交通センサスのデータ等を基に

新設道路の交通量を推計するものであり，本件交通量推計資料や本件交通量

推計報告書の転用が全く意味をなさない。かかる資料に基づく本件変更決定

は，基礎調査に基づいたものとはいえず，都市計画法１３条１項１４号の基
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準に合致しない。 

    また，本件交通量推計報告書における調査は，上記のとおり全ての都市計

画道路が完成したものとして数値を算出するものであるが，全ての道路が完

成することは現実的ではなく，当該都市計画道路が完成された時点では存在

しないはずの道路にも交通量が分散され，同時点における推計値としては過

小なものとなる。 

    さらに，本件交通量推計資料及び本件交通量推計報告書は，平成２年の交

通センサスが存在するにもかかわらず，昭和５８年当時の交通センサスに基

づいており，交通量を少なく見積もった疑いがある。 

  （被控訴人及び参加行政庁の主張） 

  (1) 都市計画変更の理由は基礎調査の結果その必要が生じた場合に限らない

ことは都市計画法２１条１項の規定から明らかであり，本件変更決定は，同

項の「その他都市計画を変更する必要が生じたとき」に該当することから行

われたものである。 

    都市計画法２１条２項においても，変更後の都市計画の内容が都市計画法

１３条１項各号の定める基準に従う必要があると解されるものではあるが，

同項６号及び１４号の趣旨は，都市施設が適切な規模で必要な位置に配置さ

れることを確保するため，都市計画（変更）決定において，客観的，実証的

な基礎調査の結果に基づく土地利用，交通等の現状の正しい認識及び将来の

的確な見通しを踏まえて合理的な判断がされることを求めるものであると解

され，都市計画変更決定に際し，改めて基礎調査を行うことを求めるもので

はない。 

    そして，本件変更決定による変更は，前記３における被控訴人及び参加行

政庁の主張のとおり交通量に関する基礎調査やその結果いかんはその内容と

関係がなく，基礎調査の結果に基づく必要もない。 

  (2) なお，本件変更決定以前にも市川市における都市計画道路網に係る調査検
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討は随時行われていたものであり，同調査検討によっても本件都市計画道路

に係る都市計画変更の必要性は生じていなかった。 

    また，本件交通量推計資料（甲３）は，単に参考資料として添付されたも

のであり，都市計画法６条１項の基礎調査として位置づけられているもので

はない。本件都市計画道路に係る都市計画の変更案を策定している当時，本

件交通量推計報告書（甲１０）がまとまっており，市川市は，これを基に本

件交通量推計資料を作成し，参考資料として千葉県知事に提出しているにす

ぎない。 

    本件交通量推計報告書は，市川市の都市計画道路網を変更するための資料

として作成されたものであり，その予測の手法も現行の道路構造令２条２１

号に規定する「計画交通量」の予測の基本的な手順に則ったものとなってい

る。また，道路は一度建設すれば恒久的に使用されるものであり，現況や短

期の予測に基づいて計画すると不相当な規模の道路となる可能性が高いこと

から，できる限り長期にわたる予測をするべきであるとされており，全ての

都市計画道路が完成することを前提としている本件交通量推計報告書を用い

ることが不適切ではない。 

 ６ 環境対策の不備について（争点４について） 

 （控訴人らの主張） 

   都市計画法は，その趣旨からみて良好な都市環境を実現し，国土の有効な活

用を目指しているものであるから，環境基準を満たさない道路は良好な都市計

画を実現するものとはいえず，受忍限度を超えるものであり，都市計画法の趣

旨に反し，当該道路に係る都市計画（変更）決定は違法である。 

   行政側の対応措置は，限定的なその場しのぎの対策であり，これから建設す

る道路に対する対応としては不十分である。 

  （被控訴人及び参加行政庁の主張） 

   環境対策を講ずれば，環境保全目標（環境基準と同値）をおおむね達成でき
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る見込みである。 

   平成１６年９月１日付けで市川市長が市川市環境審議会に環境結果に係る環

境保全の見地からの意見を諮問したところ，騒音については適切な環境対策を

実施することにより環境保全目標を達成可能であり，大気質，振動については

環境保全目標を達成できる旨の答申を得ている。 

   したがって，市川市が受忍限度を超えて損害賠償責任を負うような道路を建

設することはあり得ない。 

   また，市川市が環境対策として設置することとしている遮音壁については，

一部基礎工事が着手されている。 

 ７ 事情の変更 

  （控訴人らの主張） 

 平成１７年に行われた基礎調査による交通量によれば，現行の都市計画法２

１条により本件道路部分の都市計画を変更しなければならない。しかし，本件

においては，いまだ上記基礎調査による都市計画の変更決定は行われておらず，

かかる状態においてされた本件不許可処分は違法である。 

  （被控訴人及び参加行政庁の主張） 

  市川市が平成１６年３月に公表した環境影響予測結果における推計交通量１

日当たり３万０６００台は，本件事業認可に係る道路部分の沿道住民等の要望

による環境対策検討のため，Ｍ道路等を考慮しない，現在供用されている道路

網だけの道路網を前提とし，環境対策の検討のため，環境への影響が最大とな

る交通量を見込んだ当面の交通量予測であり，本件交通量推計資料（甲３）に

おける１日当たり９８００台との推計は，市川市全体の都市計画道路が全て完

成することを前提とするものである。上記２つの推計交通量は，前提条件が異

なるのであるから，推計結果が異なるのは当然である。 

また，前者の環境影響予測結果における交通量の推計は，都市計画法６条１

項の規定による調査でないことはもちろん，厳密な意味での将来の交通量予測
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（交通量推計調査）といえるものでもない。 

   したがって，上記のような経緯により推定された交通量に基づいて本件都市

計画道路に係る都市計画を変更しなければならない理由はない。 

第３ 当裁判所の判断 

 １ 当裁判所も，控訴人らの請求はいずれも理由がないものと判断する。その理

由は，以下のとおりである。 

２ 控訴人らの主張する違法事由（前記第２の７を除く。）について（争点６） 

(1) 都市計画法は，都市計画事業認可の基準の一つとして，事業の内容が都市

計画に適合することを規定しているのであるから（同法６１条），都市計画

事業認可が適法であるためには，その前提とされた都市計画が適法であるこ

とが必要である。そして，本件事業認可は，本件変更決定による変更の結果

新たに定められた都市計画を前提とするものであるから，本件変更決定の適

法性は本件事業認可の適法要件になると解すべきである。 

控訴人らは，本件不許可処分の違法事由として，前記第２の７を除き，本

件変更決定の違法性を主張する。 

しかし，都市計画事業の認可，告示がされると，当該事業地内における建

築等が制限される（都市計画法６５条１項）とともに，土地収用法上の諸効

果が発生する（同法７０条１項）のであるから，本件事業認可は行政庁の処

分その他公権力の行使に当たる行為（行政事件訴訟法３条１項，２項）に当

たり，それ自体が抗告訴訟の対象となるのであって，本件変更決定の違法性

を含む本件事業認可の違法性は，原則として，後行行為に承継されず，本件

事業認可と後行の行政処分が連続した一連の手続を構成し，一定の法律効果

の発生を目指しているような場合に限り，後行の行政処分の違法事由として

本件事業認可の違法性を主張することができるというべきである。 

以下，本件変更決定の違法性を含む本件事業認可の違法性が本件不許可処

分に承継されるか否か検討する。 
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(2) 都市計画法（ただし，(2)の中では，都市計画法及び現行の都市計画法を

意味する。）５９条の認可がされると，事業地内の土地の所有者は施行者に

対し当該土地を時価で買い取るべきことを請求できる（同法６８条１項）と

ともに，都市計画事業の認可をもって土地収用法２０条の事業の認定に代え

るものとされ，都市計画事業の認可の告示は同法２６条１項の規定による事

業の認定の告示とみなされ（都市計画法７０条１項），これにより土地収用

法上の諸効果が発生する。したがって，都市計画事業の認可は，最終的には

事業地内に存する土地の収用等を通じて事業を完了させることを目的とした

処分とみることができる。 

  一方，都市計画法６５条に基づく建築許可処分は，事業認可の告示による

効果として，当該事業地内において，都市計画事業の施行の障害となるおそ

れがある土地の形質の変更若しくは建築物の建築その他工作物の建設を行

い，又は政令で定める移動の容易でない物件の設置若しくは堆積を行うこと

を，都道府県知事の許可にかからせたものである。これは，都市計画事業の

段階においては，事業の施行期間が明らかにされ，いずれ正当な補償のもと

に土地が収用等されるのであるから，それまでの間都市計画事業の施行の障

害となる建築行為等がされることは，いずれ極めて近い時期にその建築を壊

さなければならず，施行者にとっても事業の促進に当たって障害が大きいこ

と等から，これらの不経済な損失を防止するため，上記の都市計画事業の施

行の障害となるおそれのある建築等を一般に禁止しつつ，施行者の意見を聞

きながら，申請に係る行為が現在の土地利用の維持管理的なものであってや

むを得ないと認められるとき等にはこれを許可することができることとし，

事業の施行と当該事業地内の土地利用との調整を図る処分であるとみること

ができる。 

このように事業認可と後行の建築許可処分は，都市計画事業の完了に向け

て関連する処分ではあるが，建築不許可処分は事業の施行と当該事業地内の
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土地利用との調整を図る処分であって，両処分の関係は，目的と手段との関

係にみられるような，連続した一連の手続を構成し，一定の法律効果の発生

を目指す関係には当たらない。 

また，実質的にみても，事業認可により事業施行期間も定められ，当該事

業地内に土地を所有している者にとっては，その権利への影響がすでに具体

的かつ現実的なものとなっている上，事業認可については遅滞なく告示され

ることとなるのであるから（都市計画法６２条），事業認可の違法性を事業

認可の取消訴訟で争わせることが不合理なものとはいえないことは明らかで

ある。その上，事業認可の違法性を，事業認可の取消訴訟で争い得るばかり

でなく，事業認可と連続した一連の手続を構成し，一定の法律効果の発生を

目指しているとみることのできる収用裁決等の取消訴訟においても争い得る

とする以上，これに加えて建築不許可処分の取消訴訟においてもまた争い得

るとしなければならない合理的な必要性も認められない。 

したがって，本件変更決定の違法性を含む本件事業認可の違法性は本件不

許可処分に承継されず，本件変更決定の違法性を含む本件事業認可の違法性

をもって本件不許可処分が違法であるということはできない。 

控訴人らの主張は採用することができない。 

 ３ 現行の都市計画法６５条１項の申請に対する不許可処分は，都道府県知事の

裁量処分としてなされるところ，都市計画事業の段階においては，事業の施行

期間が明らかにされ，いずれ正当な補償のもとに土地が収用等されることが予

定されている上，それまでの間都市計画事業の施行の障害となる建築行為等が

されることは，いずれ極めて近い時期にその建築を壊さなければならず，施行

者にとっても事業の促進に当たって障害が大きいことは前判示のとおりである

から，申請に係る行為が現在の土地利用の維持管理的なものであってやむを得

ないと認められるとき等以外は原則として許可することを予定していないとい

うべきである。そして，前判示のとおり，控訴人らの申請内容は，いずれも建
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物の新築に係るものであって，現在の土地の維持管理的な行為にとどまるもの

とはいえないのであり，これらの申請に対してされた本件不許可処分について

千葉県知事がその裁量権の範囲をこえ又はその濫用があったものとはうかがわ

れず，その他これを認めるに足りる証拠はない。 

   また，控訴人らは，平成１７年の基礎調査に基づく変更をしないことが違法

であると主張するが，仮に，千葉県知事が現行の都市計画法２１条１項に基づ

き都市計画を変更する法的義務があるとしても，本件変更決定及び本件事業認

可に基づく本件不許可処分が直ちに違法になるものではない。また，控訴人ら

の主張する平成１７年の基礎調査の結果とは，市川市が平成１６年３月に公表

した環境影響予測結果における推計交通量１日当たり３万０６００台を指すも

のと認められるところ，同推計は，本件事業認可に係る道路部分の沿道住民等

の要望による環境対策検討のため，Ｍ道路等を考慮しない，現実に供用されて

いる道路だけの道路網を前提とした交通量予測であると認められ（甲６，３０，

丙６６），これをもって交通の将来の見通しをたてることは合理的なものとは

いえず，千葉県知事が同推計値に基づき本件道路部分につき都市計画変更決定

をすべきであることが現行の都市計画法２１条１項の規定から明らかであると

は認められないのであるから，千葉県知事がいまだ変更決定をしないことが違

法であるということもできない。控訴人らの主張を採用することはできない。 

以上によれば，本件不許可処分はいずれも適法であって，その余の点を判断

するまでもなく，控訴人らの本件不許可処分の取消しを求める請求はいずれも

理由がない。 

 ５ また，仮に，本件変更決定の違法性を含む本件事業認可の違法性が本件不許

可処分に承継されると解する余地があるとしても，当裁判所も，控訴人らの主

張する本件変更決定の違法性は認められず，本件変更決定は適法であると判断

する。その理由は，次のとおり補正するほかは，原判決「事実及び理由」欄の

「第３ 当裁判所の判断」１ないし４に記載のとおりであるから，これを引用
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する（ただし，原判決の上記部分のうち，各「旧都計法」をいずれも「都市計

画法」と改める。）。 

  (1) 原判決１９頁１６行目末尾の次に改行の上，以下のとおり加える。 

「１ 本件変更決定における変更の程度 

(1) 控訴人らは，千葉県知事又は市川市は，本件道路部分の車線数を昭

和４２年の都市計画決定当時は４車線であったものを，本件変更決定

時に２車線に変更したと主張する。 

しかし，本件都市計画道路は旧道路構造令上第４種道路に該当する

ものと認められるところ（弁論の全趣旨），旧道路構造令９条１項に

よれば，第４種道路には，その各側に歩道を設けるものとされており，

昭和４２年の都市計画決定時において幅員１２メートルで計画されて

いた本件道路部分の跨線橋については（甲５），同条３項のトンネル，

橋又は高架の道路においては歩道の幅員を最低１．５メートルまで縮

小することができる旨の規定を適用するとしても，車道部分の幅員の

最大値は９メートルとなるものと認められる。そして，旧道路構造令

７条１項によれば，第４種道路においては道路の最小の車道の幅員は

６．５メートルとされ，同幅員は２車線道路を前提としていたものと

解されるのであるから，前記のように最大でも９メートルにすぎない

本件道路の車道部分を４車線で計画することは，旧道路構造令上許さ

れないものであったことが認められる。これに本件都市計画道路のう

ちγから北側部分で昭和４３年３月２０日に供用開始されている部分

については２車線であること（丙２）を併せ考慮するならば，千葉県

知事又は市川市が内部的に本件道路部分を４車線とするよう計画して

いたとは認められない。 

この点に関し，控訴人らは，歩道を設けなければ４車線を設置する

ことが可能であると主張するが，旧道路構造令９条１項ただし書は，
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地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない箇所については歩

道を設ける必要がない旨規定しており，本件道路部分が上記の箇所に

該当するものとは認められない。その上，前記のとおり，第４種道路

では，２車線道路の車道の幅員が最小でも６．５メートルを要するこ

と，交通量が１日当たり２万４０００台以上である場合には，交通量

の増加に応じ６．５メートルの整数倍の数値を幅員と規定しているこ

と（旧道路構造令７条）からすると，旧道路構造令は４車線の場合に

は最小でも車道の幅員１３メートルを要することを前提としているも

のと解され，前記跨線橋部分の幅員１２メートルではこれに不足する

ことが明らかである。控訴人らの主張は採用することができない。 

また，控訴人らは，Ｆ線との立体交差部分について２０ないし３６

メートルの幅員が確保されている点について，４車線を計画していた

ことの証左である旨主張するが，跨線橋の建設手法として土盛りの必

要から長い法面が必要になり，その分広い敷地が必要になる上，跨線

橋の設置により車両の沿道への出入りに支障を来すため，本線車道に

平行して副道を設ける必要があること（弁論の全趣旨）からすると，

千葉県知事又は市川市はこの部分においても２車線の計画をしていた

ものと認められ，控訴人らの主張は採用することができない。 

さらに，地元のδ自治会会長からの平成７年３月２７日付け１６項

目の質問状に対し，市川市は，同年４月１７日，他の項目に対する回

答と併せて，現計画案を含めて６案の検討を行った結果，現計画案が

最善であると判明した旨回答した上，同年７月７日には，同自治会に

対し，６案の内容を回答し，そのうち第１案ないし第３案は，Ｆ線と

の交差部分を含む部分を４車線とするものであるが，上記各案は，車

道部分を１３メートル又は１７メートルとするものであり，いずれも

昭和４２年１２月１４日に変更決定された都市計画における跨線橋部
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分の幅員１２メートルを超えるものであって，従前の跨線橋部分の幅

員を変更することを前提としたものと認められ（甲２６，丙６２，６

３），これによると，市川市は，４車線化を含めて検討対象としたこ

とは認められるとしても，当初から４車線を計画していたとは認めら

れない。控訴人らの主張は採用することができない。 

したがって，本件変更決定によって当初４車線の計画が２車線に変

更されたものであるとは認められず，車線数について変更があったも

のとは認められない。 

なお，控訴人らは，４車線ではなく３車線であった可能性も主張す

るが，現行の道路構造令（昭和４５年政令第３２０号）においては，

第４種道路の２車線以上の車線数は４以上の偶数とするとされ，特別

な場合を除き奇数車線としない旨が規定されているところ（同令５条

３項），これは３車線道路の事故率が一定の交通量を超えると２車線

道路の事故率を大幅に上回ることを考慮して規定されたものであって

（乙１１），このような事情は旧道路構造令下の道路交通状況でも異

なるものではないと認められること，前記のとおり旧道路構造令下で

も一定の交通量を超えた場合第４種道路の車線の幅員が２車線の道路

の最小幅員の整数倍と規定されていること及び前判示の各点を総合考

慮するならば，控訴人らの主張を考慮しても前記認定を左右するには

足りない。 

(2) 交差点について 

本件変更決定において本件都市計画道路と市川都市計画道路××号

Ｇ線（国道○号）及び市川都市計画道路×××Ｈ線との交差点におい

て右折車線が設けられ，本件都市計画道路と交差する都市計画道路の

幅員が拡張されたことは前判示のとおりである。 

しかし，現行の道路構造令２７条２項は，道路が同一平面で交差す
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る場合には，必要に応じて屈折車線を設けるものと規定し，平面交差

点においては，①右折を認めない場合，②第３種第４級，第３種第５

級，第４種第３級，第４種第４級の道路において，当該道路および交

差道路のピーク時の処理能力に十分余裕がある場合，③設計速度時速

４０㎞/h 以下の２車線道路において，設計交通量が極めて少ない場合

を除き原則として右折車線を設けるものとする道路構造令の運用の解

説が存在すること（丙７３）に照らすならば，一定の交通量を有する

道路の交差点において右折車線を設置することが道路の一般的な構造

であると認められる。 

また，本件都市計画道路の西側には県道Ｎ線が，東側には県道Ｏ線

が，それぞれ市川都市計画道路××号Ｇ線（国道○号）及び市川都市

計画道路×××Ｈ線と交差する形で存在しており，また，平成２７年

の全線開通を目標とするＭ道路も市川都市計画道路××号Ｇ線（国道

○号）と交差するものと認められ（丙１，２），このような道路網の

状況に照らすならば，本件道路部分に右折車線を設けることによって，

本件都市計画道路に交通が過度に集中するものとは認められない。 

以上によれば，本件変更決定の交差点に係る部分が，交通量の増減

をもたらす重大な変更に当たるものとは認められない。」 

  (2) 同１９頁１７行目冒頭の「１」を「２」と改める。 

  (3) 同２０頁１行目の「この「必要があると認めるとき」とは」から同頁１９

行目末尾までを「本件変更決定における変更の内容及び程度については前判

示のとおりであり，都市計画案の縦覧及び意見書の提出に加え，更に住民の

意見を反映させることが不可欠な場合であるとか，道路網の全体的な再検討

や用途地域を全般的に再検討したり，都市構造に大きな影響を及ぼす根幹的

な施設を定めるような場合に当たるとは認められず，また，後記３(1)の本件

変更決定に係る市川市の広報誌の内容及び説明会の開催状況をも併せ考慮す
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ると，事業の進行が長期間中断していたことを考慮しても，千葉県知事が公

聴会を開催しなかったことが不合理なものとはいえないのであるから，その

裁量権の逸脱，濫用に当たるとは認められない。」と改める。 

  (4) 同２０頁２０行目冒頭の「２」を「３」と改める。 

  (5) 同２１頁１０・１１行目の「平成１３年９月９月１６日」を「平成１３年

９月１６日」と改め，同頁２０行目の「事実は認められない」の次に「（甲

１４，１５，丙３７，３８）」を加える。 

  (6) 同２２頁３行目冒頭から同２３頁１２行目末尾までを次のとおり改める。 

   「(2) また，千葉県知事又は市川市において，本件道路分を当初４車線とす

る計画があったと認められないことは前判示のとおりであるから，同計

画を特に住民らに秘匿していたとの控訴人らの主張は採用することがで

きない。」 

  (7) 同２３頁１３行目冒頭から同２４頁１５行目末尾までを以下のとおり改

める。 

   「４ 争点３及び５について 

(1) 都市計画法２１条１項により都市計画が変更される場合において

も変更の結果新たな都市計画が定められることになるのであるから，

当該都市計画についても，その内容は，同法１３条１項各号の定める

基準に従って定められなければならないというべきであって，都道府

県知事又は市町村が，従前の都市計画を変更して新たに都市計画施設

を都市計画に定めるに当たっては，同項６号，１４号の定める基準に

従うことを要するというべきである。 

控訴人らの争点３及び５に関する主張は，本件変更決定に際し，改

めて都市計画法所定の基礎調査を実施することなく，これを行ったこ

とが，同法１３条１項６号及び１４号の定める基準に従ったものでは

なく違法である旨主張するものと解される。 
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都市計画法は，都市計画について，健康で文化的な都市生活及び機

能的な都市活動を確保すべきこと等の基本理念の下で（２条），都市

施設の整備に関する事項で当該都市の健全な発展と秩序ある整備を図

るため必要なものを一体的かつ総合的に定めなければならず，当該都

市について公害防止計画が定められているときは当該公害防止計画に

適合したものでなければならないとし（１３条１項柱書き），都市施

設について，土地利用，交通等の現状及び将来の見通しを勘案して，

適切な規模で必要な位置に配置することにより，円滑な都市活動を確

保し，良好な都市環境を保持するように定めることとしているところ

（同項６号），このような基準に従って都市施設の規模，配置等に関

する事項を定めるに当たっては，当該都市施設に関する諸般の事情を

総合的に考慮した上で，政策的，技術的な見地から判断することが不

可欠であるといわざるを得ない。そうすると，このような判断は，こ

れを決定する行政庁の広範な裁量にゆだねられているというべきであ

って，裁判所が都市施設に関する都市計画の決定又は変更の内容の適

否を審査するに当たっては，当該決定又は変更が裁量権の行使として

されたことを前提として，その基礎とされた重要な事実に誤認がある

こと等により重要な事実の基礎を欠くことなる場合，又は，事実に対

する評価が明らかに合理性を欠くこと，判断の過程において考慮すべ

き事情を考慮しないこと等によりその内容が社会通念に照らし著しく

妥当性を欠くものと認められる場合に限り，裁量権の範囲を逸脱し又

はこれを濫用したものとして違法となると解するのが相当であり，前

記都市計画法１３条１項６号，１４号の基準に従っているか否かも，

同基準に従わなかった結果，都道府県知事又は市町村の都市計画変更

決定に至る判断が上記の裁量権の逸脱，濫用に当たるものとなってい

るといえるか否かという観点から判断するのが相当である。 
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そして，前記のとおり，都市計画の変更の理由は多様なものであり，

変更の内容及び程度も様々であるから，都道府県知事又は市町村が従

前の都市計画を変更して新たに都市計画施設を都市計画に定めるに当

たり都市計画法１３条１項６号，１４号の定める基準に従ったものか

否かを判断するに際しても，変更の理由，内容及び程度を考慮するの

が相当である。 

(2) そして，本件変更決定は，Ｆ線との立体交差部分の構造変更及びα

川・β川改修工事による河川区域の変更に伴う線形・幅員の変更を理

由とするものであって，推計される交通量の増減等を理由とするもの

ではなく，また，本件変更決定の内容及び程度も交通量の増減をもた

らすものであったとは認められないことは前判示のとおりである。 

また，本件変更決定に係る本件道路部分は，総延長１万１７８０メ

ートルにわたる本件都市計画道路のうち事業が完了していない１６８

０メートル部分であることは前判示のとおりであり，同部分に係る都

市計画事業の内容と完了部分の内容との整合性が求められるものであ

ったと解される。 

       上記のような事情に照らすならば，本件変更決定は従前の都市計画

を大幅に変更するものではなく，従前の都市計画における所期の目的

を達成するための調整的な変更にとどまるといえる。 

       そして，証拠（甲３，３４）及び弁論の全趣旨によれば，本件変更

決定に際し，千葉県知事は，都市計画法６条１項の規定によりおおむ

ね５年ごとに行うこととされている既存の都市計画に関する基礎調査

以外に，改めて同項所定の基礎調査を実施することなく，本件都市計

画道路の１日当たりの交通量を９８００台と推計する本件交通量推計

資料（甲３）を参照した上で本件変更決定を行ったものと認められる。 

そして，同資料は，本件交通量推計報告書に基づいて作成されたも
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のであると認められるところ，本件件交通量推計報告書は，西暦２０

１０年を目標年次とした将来交通需要予測を行い，都市計画道路網の

計画変更のための基礎資料として作成されたものであり，具体的には，

東京都市圏交通計画委員会作成の平成２２年将来自動車ＯＤ表を基本

として，「市川市道路網計画調査（平成２年３月）」におけるゾーニ

ングでの自動車ＯＤ表を作成し，これを将来道路網を対象に配分して

交通量を推計したものであり，前記ＯＤ表作成に当たっては将来の交

通量の増加も考慮されているものと認められる（甲１０）。そして，

道路はひとたび建設されれば恒久的に使用されるものであり，現況や

短期の予測に基づいて計画すると不相当な規模，構造の道路となる可

能性が高いことから，できる限り長期にわたる予測に基づいてその規

模，構造を検討するのが合理的であることに照らすならば，千葉県知

事が本件交通量推計報告書に基づく本件交通量推計資料を参照したこ

とは合理的なものと認められ，また，同資料を参照した上で行われた

本件変更決定が上記の既存の都市計画に関する基礎調査の結果に基づ

かないものであるとも認められない。 

(3) これに対し，控訴人らは，都市計画法２１条１項から，都市計画の

変更決定をするについて，必然的に同法１３条１項による基礎調査（道

路においては交通量調査）を実施することが予定されていると主張す

る。 

しかし，同法２１条１項は，①同法６条１項の規定による都市計画

に関する基礎調査又は同法１３条１項１４号に規定する政府が行う調

査の結果都市計画を変更する必要が明らかとなったときに加えて，②

都市計画区域が変更されたとき，③遊休土地転換利用促進地区に関す

る都市計画についてその目的が達成されたと認めるとき，④その他都

市計画を変更する必要が生じたときについても，遅滞なく，当該都市
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計画を変更すべきことを定めているものであって，都市計画変更の理

由は基礎調査の結果その必要が生じた場合に限られないことはその文

理上明らかであり，また，都市計画を変更する場合には同法６条１項

の規定による都市計画に関する基礎調査又は同法１３条１項１４号に

規定する政府が行う調査を要する旨を規定するものではないことも明

らかであって，控訴人らの主張は採用することができない。 

次に，控訴人らは，本件推計資料及び本件交通量推計報告書は，地

域全体における道路の配置等を検討するためのものであって，将来の

都市計画全てが完成したものとして交通量を算出するものであり，目

標年次も定められていない推計であるから，特定道路の交通量を推計

し得るものではなく，これに基づき道路構造を設計することはできな

い，また，交通量の推計値としては過小なものとなる等と主張するが，

前判示に照らして採用することができない。 

また，控訴人らは，本件推計資料及び本件交通量推計報告書が当時

最新の平成２年の交通センサスのデータを用いていないこと等から交

通量を少なく見積もった疑いがある旨主張するが，本件交通量推計報

告書において交通量の将来の増加が考慮されていることは前判示のと

おりであり，前記判断を左右するには足りず，控訴人らの主張は採用

することができない。 

(4) 以上によれば，千葉県知事の判断が，都市計画法１３条１項６号及

び１４号の定める基準に従わず，その結果その判断に裁量権の逸脱，

濫用があったと認めるには足りず，その他，千葉県知事に裁量権の逸

脱，濫用があったことを認めるに足りる証拠はない。 

以上によれば，本件変更決定は，都市計画法１３条１項６号及び１

４号の定める基準に従ったものであると認められる。」 

  (8) 同２４頁１６行目冒頭の「４」を「５」と改め，同２４頁１７行目冒頭か
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ら同頁１９行目の「環境保全措置をとる必要はなく」までを以下のと

おり改める。 

「(1) 控訴人らは，都市計画法は，その趣旨からみて良好な都市環境を実現

し，国土の有効な活用を目指しているものであるから，環境基準を満た

さない道路は良好な都市計画を実現するものとはいえず，受忍限度を超

えるものであり，都市計画法の趣旨に反し，当該道路に係る都市計画（変

更）決定は違法であると主張する。 

    (2) しかし，本件変更決定時に千葉県知事が参照した本件交通量推計資料

が不合理不適切であったと認められず，市川市が平成１６年３月に公表

した環境影響予測結果における推計交通量１日当たり３万０６００台を

もって交通の将来の見通しをたてることは合理的なものとはいえないこ

とも前判示のとおりであるから，市川市又は被控訴人が１日当たり３万

台を超えるような交通量を想定して環境保全措置をとる必要があるとは

認められず」 

  (10) 同２５頁３行目冒頭の「(2) なお」を「(3) 次に」と改める。 

  (11) 同２５頁１５行目末尾の次に改行の上，以下のとおり加える。 

「６ 以上によれば，本件変更決定は適法であると認められる。」 

 ６ 以上によれば，控訴人らの本件不許可処分の取消しを求める請求はいずれも

理由がないから棄却すべきであり，これと同旨の原判決は相当であって，本件

控訴はいずれも理由がないから，これらを棄却することとして，主文のとおり

判決する。 

    東京高等裁判所第５民事部 

 

        裁判長裁判官      大   竹   た か し 
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           裁判官      山   﨑   ま さ よ 

 

 

           裁判官      林       俊   之 

 

（原裁判等の表示） 

          主       文 

１ 原告らの請求をいずれも棄却する。 

２ 訴訟費用は原告らの負担とする。 

事実及び理由 

第１ 請求 

１ 第１事件 

(1)  千葉県知事が原告Ａに対し平成２０年１２月１５日付け千葉県道整

指令第○号でした建築不許可処分を取り消す。 

(2)  千葉県知事が原告Ｂに対し同日付け千葉県道整指令第○号でした建

築不許可処分を取り消す。 

 ２ 第２事件 

(1)  千葉県知事が原告Ｃに対し平成２１年２月１７日付け千葉県道整指

令第○号でした建築不許可処分を取り消す。 

(2)  千葉県知事が原告Ｄに対し同日付け千葉県道整指令第○号でした建

築不許可処分を取り消す。 

(3)  千葉県知事が原告Ｅに対し同日付け千葉県道整指令第○号でした建

築不許可処分を取り消す。 

第２ 事案の概要 

   本件は，原告らが，被告に対し，原告らが都市計画法６５条１項に基づい

て千葉県知事に対してした居住用建築物に係る各建築許可申請について，
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同知事がいずれの申請についても市川都市計画道路×号線のうち市川市が

施行している都市計画道路事業の工事の施行の障害となることを理由とし

て不許可決定（原告らに対する各不許可決定を併せて「本件不許可処分」

という。）をしたところ（第１事件については平成２０年１２月１５日，

第２事件については平成２１年２月１７日），平成７年２月２８日付けで

された同道路に係る都市計画変更決定は，その内容及び手続が都市計画法

の定めに反して違法で取り消されるべきものであるから，その違法を承継

した本件不許可処分も違法であるなどと主張して，本件不許可処分の取消

しを求めた事案である。 

なお，第１事件，第２事件ともに，上記都市計画道路の施行者である市

川市の代表者である市川市長が行政事件訴訟法２３条に基づいて訴訟参加

をしている。 

 １ 争いのない事実及び容易に認定できる事実（引用証拠等のない事実は争い

がない。） 

(1)  市川都市計画道路×号線Ｐ線に係る都市計画決定の経緯 

上記道路に係る都市計画決定，都市計画変更決定及び都市計画事業認

可の経緯については別紙１記載のとおりであるが，その概要については

以下のとおりである。 

ア  都市計画決定 

建設大臣は，昭和３３年９月２０日，市川都市計画道路××××号

Ｑ線（当初の名称。現在の名称は，「市川都市計画道路×号Ｐ線」で

ある。）（都市計画決定時の起点ε×，終点ε××）について都市計

画決定をした（昭和３３年建設省告示第○号）（以下「本件都市計画

決定」という。）。 

上記計画に係る道路は，複数回の変更を経て，現在のところ，市川

市の中心部を南北に縦断する総延長１万１７８０メートルの道路（昭
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和４４年５月２０日付け都市計画変更決定により距離が延長された。）

であり，「市川都市計画道路×号Ｐ線」の名称で，市川市ζからＲ株

式会社Ｓ線η駅，Θ駅付近を通過し，ι橋でλ川を渡り，Ｍ道路（平

成２７年度に開通目標），Ｋ道路と接続し，Ｔ株式会社Ｕ本線μ駅付

近で国道○号線と交差し，α川，β川に沿って市川市の北東部を経由

し，鎌ヶ谷市ξの市川市πへと至る道路である（以下「本件都市計画

道路」という。）。 

なお，市川市議会は，昭和４８年６月２９日に，市川市σ居住のＶ

ほか２万５３４２名がした，本件都市計画道路が教育環境・生活環境

を破壊する，風致の喪失のおそれがある，成田空港，φ等とＫ道路を

結ぶ産業道路となって多くの車が殺到するといった理由で，本件都市

計画道路の凍結及び再検討の請願を採択し（丙６９），同都市計画事

業は凍結されたが，昭和６１年３月２４日には，公共下水道の早期実

現と併せて，幹線ルートである本件都市計画道路につき，地域住民の

合意を得て事業を開始することとする請願を採択し，同都市計画事業

は再開された。 

（乙１，丙１，６９，弁論の全趣旨） 

イ  都市計画変更決定 

上記都市計画は，昭和３９年９月から昭和６１年９月まで５回にわ

たって変更されている（詳細は別紙１記載のとおりである。）。 

千葉県知事は，以下の事由を理由として，平成７年２月２１日付け

で建設大臣の認可を得た上で，同月２８日第６回変更決定（平成７年

千葉県告示第○号）（以下「本件変更決定」という。）をし，これを

告示した。 

① Ｗ線との立体交差部分の構造を跨線橋（幅員１２メートル）から

地下道（幅員１５メートル）へ変更したこと 
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② 本件都市計画道路のうちβ川に並行する部分は，その両岸に各１

車線を建設する計画となっていたが，α川・β川の河川改修により

β川の川幅が拡幅されたことにより河川区域内に入ってしまうこと

になったため，道路の計画線をβ川と反対側に９メートル移動した

こと 

③ 本件都市計画道路との交差点を改良するために必要な隅切り及び

右折レーンの設置を行うため，市川都市計画道路××号Ｇ線（国道

○号線）について約２００メートルの区間の幅員を１６メートルか

ら１７メートルに変更したこと 

④ 本件都市計画道路との交差点を改良するために必要な隅切り及び

右折レーンの設置を行うため，市川都市計画道路×××号Ｈ線につ

いて，約２００メートルの区間の幅員を１１メートルから１４メー

トルに変更したこと 

（乙１，丙９，１０，３１の１・２，弁論の全趣旨） 

ウ  都市計画事業の認可 

千葉県知事は，平成７年７月１４日，市川市Ψ××番１から同市γ

×番１０までの区間について，市川市を施行者とする事業認可（以下

「本件事業認可」という。）をし，これを告示した。 

なお，本件都市計画道路は，本件事業認可区間以外の整備は完了し

ている（本件都市計画道路のうち，本件事業認可区間に係る道路につ

いては「本件道路部分」という。）。 

（乙１，丙１３，１４，弁論の全趣旨） 

(2) 建築許可申請（都市計画法６５条１項） 

原告らは，以下に記載のとおりの建築許可申請をした。なお，原告ら

の建築許可申請に係る建物と本件道路部分との位置関係は別紙２記載の

とおりである。 
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ア  原告Ａは，平成２０年１１月７日，千葉県知事に対し，下記の内容

で都市計画法６５条１項の許可を申請した。 

記 

目    的 居住用 

建築物の所在 市川市σ×××番１ 

建築物の概要 

用   途 専用住宅 会合用和室 

構   造 木造平屋建 

工事種別 新築 

敷地面積 １６３１．２２㎡ 

建築面積及び延べ床面積  

申請建築物建築面積及び延べ床面積１６．５６㎡ 

既存建築物建築面積及び延べ床面積３９８．５５㎡ 

建築面積総合計４１５．１１㎡ 

着手予定日 平成２０年１２月１５日 

完了予定日 平成２１年１月１０日 

（甲１の１） 

イ  原告Ｂは，平成２０年１１月７日，千葉県知事に対し，下記の内容

で都市計画法６５条１項の許可を申請した。 

記 

目    的 居住用 

建築物の所在 市川市σ××××番１６ 

建築物の概要 

用   途 書庫兼音響室 

構   造 鉄筋コンクリート造地下一階 

工事種別 新築 
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敷地面積 ２５４．９３㎡ 

建築面積及び延べ床面積  

申請建築物建築面積及び延べ床面積１０．９２㎡ 

既存建築物建築面積及び延べ床面積８５．８２㎡ 

建築面積総合計９６．７４㎡ 

着手予定日 平成２０年１２月２０日 

完了予定日 平成２１年１月１５日 

（甲１の２） 

ウ  原告Ｃは，平成２１年１月９日，千葉県知事に対し，下記の内容で

都市計画法６５条１項の許可を申請した。 

記 

目    的 居住用及び事務室用 

建築物の所在 市川市σ○番５他 

建築物の概要 

用   途 居宅兼事務室 

構   造 木造平屋建 

工事種別 新築 

敷地面積 ２６９．４０㎡ 

建築面積及び延べ床面積 

申請建築物建築面積及び延べ床面積１２．９６㎡ 

既存建築物建築面積及び延べ床面積７０．３８㎡ 

建築面積総合計８３．３５㎡ 

着手予定日 平成２１年１月２０日 

完了予定日 同年２月１５日 

（甲１の３） 

エ  原告Ｄは，平成２１年１月９日，千葉県知事に対し，下記の内容で
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都市計画法６５条１項の許可を申請した。 

記 

目    的 居住用 

建築物の所在 市川市σ○○番６ 

建築物の概要 

用   途 居住用 

構   造 木造平屋建 

工事種別 新築 

敷地面積 １２９．８８㎡ 

建築面積及び延べ床面積  

申請建築物建築面積及び延べ床面積５１．８４㎡ 

着手予定日 平成２１年１月２０日 

完了予定日 同年２月２０日 

（甲１の４） 

オ  原告Ｅは，平成２１年１月１４日，千葉県知事に対し，下記の内容

で都市計画法６５条１項の許可を申請した。 

記 

目    的 居住用 

建築物の所在 市川市σ○○○番５ 

建築物の概要 

用   途 専用住宅 

構   造 木造平屋建 

工事種別 新築 

敷地面積 ２２７．６５㎡ 

建築面積及び延べ床面積  

申請建築物建築面積及び延べ床面積１２．４２㎡ 
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既存建築物建築面積７７．６８㎡ 

既存建築物延べ床面積１０３．６６㎡ 

建築面積総合計９０．１０㎡ 

着手予定日 平成２１年２月１５日 

完了予定日 同年３月２０日 

（甲１の５） 

(3) 本件不許可処分 

千葉県知事は，平成２０年１２月１５日，原告Ａ（千葉県道整指令第

○号）及び原告Ｂ（千葉県道整指令第○号）に対し，平成２１年２月１

７日，原告Ｃ（千葉県道整指令第○号），原告Ｄ（千葉県道整指令第○

号）及び原告Ｅ（千葉県道整指令第○号）に対し，市川都市計画道路×

号（本件都市計画道路）のうち，市川市が施行している都市計画道路事

業においては，同市Ψ××番１から同市γ×番１０までの区間（本件道

路部分）で既に９６パーセントの用地を得て，一部工事が進められてお

り，上記各申請箇所においても事業の工事の施行が差し迫っていること

から，本申請の建築物の建築は，都市計画道路事業の工事の施行の障害

となるとの理由で，原告らによる各建築許可申請についていずれも不許

可とする決定をした。 

（甲２の１ないし２の５） 

(4)  訴訟提起 

原告らは，第１事件について平成２１年２月２日，第２事件について

同年３月１９日，訴えを提起した（当裁判所に顕著）。 

２ 主な争点 

本件不許可処分の違法性。具体的には，以下の点が問題となる。 

(1) 本件変更決定において以下の違法事由が認められるか 

ア 手続上の違法 
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(ア) 市川市は公聴会を開催しなければならなかったか（争点１） 

(イ) 市川市は本件道路の位置付け及び４車線道路の建設を予定して

いたことを地元住民に隠していたか（争点２） 

イ 実体法上の違法 

(ア) （従前の市川市の交通量予測に基づいている点について）本件変

更決定の際，改めて市川市は交通量調査をすべきであったか（争点３） 

(イ)  防音等の環境対策が不適切で，市川市が損害賠償義務を負うよう

な道路を建設することになるか（争点４） 

(2) 原告ら主張の上記各違法事由が本件変更決定の違法事由といえるか

（争点５） 

(3) 本件変更決定の違法が本件不許可処分の違法事由となるか（争点６） 

ア 本件変更決定と本件不許可処分の間にある本件事業認可に処分性が

あるか 

イ 本件変更決定の違法が本件不許可処分に承継されるか 

ウ 原告らには，本件事業認可の取消しを求めることができなかった正当

な理由があるとして，本件変更決定の違法性を主張できるか 

３ 争点に関する当事者の主張 

(1)  争点１ 

（被告及び参加行政庁の主張） 

ア 平成７年法律第１３号による改正前の都市計画法（以下，「旧都計

法」という。）２１条２項では，同法１６条を準用しておらず，都市

計画の変更をする際に公聴会の開催が義務付けられているものでもな

い。 

イ また，同法１６条１項に基づく公聴会の開催等住民の意見を反映さ

せるために必要な措置については，都市計画決定権者がその裁量によ

り必要と認めるときに講ずればよいものとされており，本件変更決定
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は，道路網の全体的な再整備等の広範囲の多数の住民に直接影響を及

ぼすような都市計画の変更ではないため，同決定の決定権者である千

葉県知事が公聴会を開催する必要がないと判断して開催しなかったと

しても違法となるものではない。 

（原告らの主張） 

ア 本件変更決定に当たっては，本来なすべき公聴会の手続がとられて

いない。 

イ 仮に，旧都計法１６条は都市計画決定権者の裁量により「必要があ

ると認めるとき」に公聴会の手続を講ずるもので，変更決定の際は公

聴会等が不要であるとしても，本件変更決定は地域住民の生活に多大

な影響を及ぼすものであって住民の利害に重大なものであるから，地

域住民に対して適切な判断・意見表明ができるように，十分な説明と

正確な情報の提供を行うべきであった。しかるに，本件では，十分な

説明がなされていないばかりか，むしろ都市計画の真実を隠した不正

確な説明がなされており，住民が反対の意見を表明する機会を実質的

に奪っており，その手続的違法は重大である。 

(2)  争点２ 

（被告及び参加行政庁の主張） 

ア  市川市は，本件都市計画道路について，道路構造令に準じて幹線道

路に分類したことはあるが，原告らが主張するような広域幹線道路，

根幹道路，重要幹線道路等と位置付けたことはない。 

また，市川市は，本件都市計画道路や本件事業認可に係る道路部分

について同市の南北を担う幹線道路，市民の生活に密接に関係する道

路，下水道幹線等のライフラインのために必要な道路等と説明し，広

報紙や地元住民を対象とした説明会等でその説明を何度も行っている。 

イ  そもそも平成１０年より前の都市計画法では車線数を定める必要は
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なく，昭和４６年廃止の道路構造令（昭和３３年政令２４４号。以下

「旧道路構造令」という。）では車線主義が採用されていなかったの

で，旧道路構造令が適用されていた昭和４２年当時は本件事業認可に

係る道路部分についても車線数を定める必要はなかったのであり，原

告らの本件事業認可に係る道路部分の車線数についての主張は単なる

推測でしかない。 

なお，旧道路構造令では，上記のとおり車線数についての定めは明

文化されていなかったが２車線の道路を基本としており，本件事業認

可に係る部分についても全て２車線で整備することが予定されていた。

本件道路部分の跨線橋の幅員が１２メートルであるため，旧道路構造

令によれば４車線道路にすることはできないことからも明らかである。 

（原告らの主張） 

ア 本件変更決定の段階で，本件道路部分について被告や市川市はこれ

を重要な広域幹線道路として位置付けておきながら，市川市は，原告

らに対してそれを隠し，同市の南北の交通を結ぶための道路であると

か，混みいった住宅地の狭隘な道路を整備するためといった説明をし，

住民らに本件道路部分が生活道路であるとの印象を持たせるような説

明をしてきた。本件道路部分が北側はＪ道路，南側はＫ道路やＬ線と

も接続するようになること，その意味で千葉県における重要な広域幹

線道路となる旨の説明を受けていれば，本件道路部分の建設について

全く違った見方になる可能性が大きいものであり，市川市がこのこと

を隠してきた点には重大な違法性がある。 

イ  昭和４２年の計画決定の際の決定内容を見ると，Ｆ線との立体交差

の跨線橋の予定幅員は１２メートルとなっているが，道路全体の幅員

としては２０メートルから３６メートルの幅員を維持する敷地を確保

している。つまり，１２メートル幅員としているのは同区間の跨線橋
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だけの特別規定であり，他の部分でこれだけの敷地を確保するという

ことは事業にとって大きな負担となるのだから，どうしてもそれだけ

の敷地が必要であったと考えざるを得ず，道路全体の幅員を必要とす

る４車線道路を想定していたと考える方が自然である。すなわち，Ｆ

線との立体交差部分について２０ないし３６メートルの幅員が確保さ

れている点は，４車線を計画していたことの証左である。 

(3)  争点３ 

（被告及び参加行政庁の主張） 

ア 都道府県知事は，都市計画区域について概ね５年ごとに都市計画に

関する基礎調査として交通量等の調査を行うこととされているが（旧

都計法６条１項），都市計画変更決定をする際に必ず将来交通量の予

測をしなければならないというものではなく，このことは本件変更決

定時も現在も同じである。 

本件変更決定はβ川の河川改修に伴う計画線の移動とＸとの交差方

法の構造上の変更等に伴うものであり，交通量に変更を及ぼすような

ものではないので，将来交通量の予測を行う必要もなかった。 

イ 本件変更決定に際しては，当時，本件道路に係る都市計画の変更案

を策定している段階（平成６年）であったため「市川市都市計画道路

網交通量推計業務報告書」がまとまっており，市川市は，これを元に

「交通量推計資料」を作成し，参考資料として千葉県知事に提出して

いる。 

（原告らの主張） 

旧都計法６条１項によれば，都道府県知事は，都市計画区域につい

て，概ね５年ごとに「交通量その他建設省令で定める事項に関する・

・・調査」を行うことが求められていた。また，「都道府県知事又は

市町村は，都市計画区域が変更されたとき，第６条第１項の規定によ
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る都市計画に関する基礎調査・・・の結果都市計画を変更する必要が

明らかとなったとき，その他都市計画を変更する必要が生じたときは，

遅滞なく，当該都市計画を変更しなければならない。」とする同法２

１条１項の趣旨，本件変更決定が周辺道路の交通体系に重大な変化を

もたらす重大な内容を持っていること及び交通量の増大に対する懸念

から計画が一旦凍結されその１２年後に凍結が解除された経緯を踏ま

えれば，本件変更決定の前に交通量の調査を行うべきである。 

市川市は，平成６年１０月に開かれた地権者向けの説明会において，

１日当たりの交通量を１万台弱と述べ，平成８年７月２５日に開かれ

た住民説明会の場では１日当たり９８００台と回答している。しかし，

原告らは，本件道路によってＫ道路のΩからの通過交通が進入するお

それが高くなること及びＸの踏切による渋滞が解消されることから本

件道路には９８００台ではきかない大量の交通量が推測されると考え，

市川市に対して，地元自治会と住民団体を通じて交通量予測調査と環

境調査を実施させ，平成１６年３月には１日３万０６００台の交通量

が予測されることが明らかになった。このように，平成７年の本件変

更決定当時説明されていた９８００台の３倍を超える交通量予測がな

されたことを見れば，本件変更決定当時には，適切な交通量予測がな

されていなかったことは明らかであるから，改めて交通量の調査をす

べきであった。 

(4)  争点４ 

（被告及び参加行政庁の主張） 

環境影響評価法及び千葉県環境影響評価条例の規制の対象となる事業

について都市計画決定を行う際には，環境影響評価を行うこととされて

いるが，本件都市計画道路事業はいずれの規制の対象にもなっていない。

しかし，市川市では，原告らを含む地域住民らからの要望を受けて，平
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成１４年７月に環境影響評価法の環境影響評価に準ずる手法による環境

調査に着手した。そして，市川市長が，平成１６年９月１日，市川市環

境審議会条例に基づき，同市環境審議会に対し環境影響予測結果に係る

環境の保全について諮問したところ，同審議会は，同年１０月２１日，

付帯意見を付した上，大気質及び振動については環境保全目標が達成さ

れ，騒音については適切な環境対策を実施することにより，環境保全目

標が達成されると評価する旨答申している。そこで，市川市は，同答申

を踏まえて，景観阻害等を考慮した上で高さ３．５メートルの遮音壁を

設置し，二層式低騒音舗装を敷設する措置を講じ，いくつかなお環境保

全目標を超えるおそれがある予測地点で追加の対策を講じ，環境保全目

標を達成させる見込みであるから，損害賠償義務を負うような道路を建

設することはあり得ない。 

（原告らの主張） 

１日当たり交通量が３万台を超えるような道路を第一種住居専用地域

に建設するのであるから，本件変更決定時点，少なくとも事業認可を受

けようとする時点で，適切な環境保全措置が検討されていなければなら

ない。それが何らなされていないのであるから違法である。 

なお，現状の環境予測調査によれば，本件道路は，沿線の騒音につい

て，環境基準を満たさないばかりか，受忍限度を超えて恒常的に損害賠

償義務を発生させかねない道路である。なお，第一種低層住居専用地域

２車線の市道の環境基準においては，防音サッシの設置（追加の対策）

で環境基準をクリアーすることは認められておらず，これらの設置を想

定すること自体が環境基準違反である。 

(5)  争点５ 

（被告の主張） 

旧都計法１３条１項６号及び１４号は，都市計画変更決定において，
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客観的，実証的な基礎調査の結果に基づく土地利用，交通等の現状の正

しい認識及び将来の的確な見通しを踏まえて合理的な判断がされること

により，都市施設が適切な規模で必要な位置に配置されることを確保し

ようとしていると解されるが，本件変更決定時における変更点は，前記

第２，１，(1)，イ記載のとおり河川改修事業に伴う一部構造上の変更等

であり，法令が規定する基礎調査の項目には該当がない。 

（参加行政庁の主張） 

争点２については，本件都市計画決定そのものに関するものといえて

も，本件変更決定とは何ら関係のない主張であり，争点３については，

本件変更決定の際に参加人は交通量推計資料を添付してはいるが，これ

は単に参考資料として添付したものでしかなく，その性質上本件変更決

定の内容とは無関係なものであり，争点４については，本件変更決定に

よる地下化，半地下化によってむしろ減少しているといえるため，いず

れも本件変更決定についての瑕疵の主張ではない。 

（原告らの主張） 

上記のとおり，本件変更決定には，実体法上も手続上も違法事由が存

在する。これらの事由はいずれも重大であって，こうした違法事由があ

る本件変更決定は取り消されるべきである。 

また，手続上の違法の問題として，公聴会が行われなかったことや住

民に適切な情報が提供されなかったこと，さらには，市川市によって広

域幹線道路としての位置付けを隠して住民らへの説明が行われたことは，

それらが全体として，手続上の重大な瑕疵というべきであり，取消事由

になる。 

(6)  争点６ 

（原告らの主張） 

ア 本件事業認可に処分性を認めることはできない。少なくとも，平成
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７年７月当時，本件事業認可に処分性があったということはできない。

処分性が認められないのであれば，本件不許可処分が本件変更決定の

有効性を前提としてなされている以上，本件変更決定の違法性を問題

とするのは当然である。 

イ 仮に，本件事業認可に処分性が認められる場合には，違法性の承継

の問題として考えるべきである。すなわち，本件事業認可と本件不許

可処分とは，その主体はいずれも同一であり，その対象は本件道路建

設事業の対象地域の地権者という点では重なり合っている。本件事業

認可によって，対象地域の地権者は土地収用等に至るような権利制限

を受けることになるという意味で両者は密接に関連している。両者は

道路建設という同一目的に向け，対象地域の地権者の所有権者等の権

利を制限する効果を持っている。このように，本件事業認可と本件不

許可処分は一連のものと認めることができるのであり，違法性の承継

が認められるべきである。 

ウ  本件事業認可に処分性が認められるとした場合，本訴提起時には，

出訴期間が経過している。しかし，市川市は，長く原告ら地元住民に

対して道路事業開始に向けた説明会をせず，説明会においても本件変

更決定については一言も説明をしない等の不適切な態度であった。こ

のような同市の態度に鑑みるに，平成７年７月直後の時点で，原告ら

に本件事業認可に対する取消訴訟の提起を求めることは不可能であっ

た。原告らが出訴期間内に本件事業認可の取消しを求められなかった

ことには「正当な理由」があったとして，本訴において，本件不許可

処分の違法性を主張することは許される。 

（被告及び参加行政庁の主張） 

ア 旧都計法５９条の事業認可に処分性があることは，最高裁判決等に

よって確立した考え方であり，後行の本件不許可処分によって初めて
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事業認可に関する権利義務関係が具体的に形成されるような関係にあ

るものではない。 

イ 都市計画法６５条１項の都道府県知事の許可は，都市計画事業の施

行を容易ならしめるため，同法５９条１項の事業認可に伴う付随的効

果として，同法５３条１項，５４条の都道府県知事の許可と区別して

規定されているものであり，相互に結合して１つの法律効果の発生を

目指す一連の行為といえるものではない。同法６５条１項の処分の前

提となる都市計画事業の認可等の適否は当該認可等に係る手続の中で

排他的に処理されるべきものであり，これを同法６５条１項の処分取

消訴訟に持ち込むことはそれが違法無効といえる場合を除き許されな

い上，上記のように，本件変更決定には本件事業認可を違法無効なら

しめる事由は存しない。 

ウ  本件事業認可に対する取消訴訟の提起は現在に至るまでなく，その

ためその出訴期間を緩和する「正当な理由」の存否を議論しても無意

味である。また，原告らは，「正当な理由」により出訴期間内に出訴

できなかったときは，当該処分について訴えを提起しなくても後続の

処分にその違法性が承継されるとも主張しているようであるが失当で

ある。 

なお，原告らは，平成７年７月１４日の本件事業認可に対する取消

訴訟の提起をするのであれば，本件事業認可に係る告示があった平成

７年７月１４日から３か月の不変期間内に訴訟を提起しなければなら

なかったのであり，同年当時の行政事件訴訟法（平成１６年法律８４

号による改正前の行政事件訴訟法）にない「正当な理由」を考慮する

余地はない。 

第３ 当裁判所の判断 

 １ 争点１及び５について  
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本件変更決定時に公聴会をしていないことについては当事者間に争いが

ないところ，旧都計法２１条２項は，同法１６条を準用しておらず，そも

そも公聴会を開催すべき法的根拠はなかった。 

また，仮に，原告らが指摘するように，本件変更決定が事業中断以来２

０数年ぶりになされたことから，同条の趣旨をこれに及ぼす契機があると

解したとしても，同条においてすら都市計画決定権者たる都道府県知事等

が「必要があると認めるとき」に公聴会を開催すれば足りると規定してい

るところ，この「必要があると認めるとき」とは，都市計画案の縦覧及び

意見書の提出の手続にとどまらず住民の意見を反映させることが望ましい

場合を指し，用途地域を全般的に再検討するといった都市の将来をある程

度決定するような地域地区の再編成をする場合や，道路網の全体的な再検

討をする場合であると解すべきである。そして，本件変更決定の内容は，

前記第２，１，(1)，イ記載のとおり主としてＷ線との立体交差部分の構造

の変更及び河川改修事業による線形，幅員の変更といった構造の一部変更

にすぎず，都市計画を全体的に変更するような大規模なものではなく，千

葉県知事が公聴会を開催しなかったことが裁量権の逸脱，濫用に当たると

は認められない。そして，事業の進行が長期間中断していたことはこの判

断を左右するものではない。 

この点，原告らは，本件変更決定は住民らに影響を及ぼす重要な変更で

あるから上記機会を付与する必要があったにもかかわらず，同機会を奪わ

れた旨主張するが，上記のとおり，本件変更決定の内容は本件都市計画道

路のごく一部を変更するものにすぎないため採用できない。また，原告ら

がその内容に不服はあったとしても，市川市は原告らをはじめとする住民

らに対し度々説明会を開いており（争いがない），実質的には住民らの意

見を反映させる手続はなされているため，公聴会を開くべきという原告ら

の主張は採用できない。 
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２  争点２及び５について 

(1)  原告らは，市川市が本件計画道路を広域幹線道路と位置付けたがそれ

を隠していた旨主張する。原告のいう「広域幹線道路」が何を指すのかは

必ずしも明らかではないが，高速道路を結合する幹線道路であり，当該地

域を通過する目的で，大型トラック等の車両が多数通行する道路を指すも

のと解される（なお，甲３には「広域幹線計画道路（高速道路）」との記

載があるが，これは将来道路ネットワークにおける配分交通量の算定の際

に想定した周辺の高速道路を記載したものであり，本件道路を「広域幹線

道路」ないしその一部としたものではない。）。 

この点について，市川市は，本件都市計画道路を道路構造令に定める４

種２級の道路（設計区間自動車交通量が１日当たり２０００台以上の都道

府県道又は市町村道）であり市の南北を担う幹線道路と位置付けているが

（甲３），これらについては概ね同趣旨が広報誌（平成６年６月１５日発

行のＹには「本市の中心を南北に縦断する極めて重要なもの」と位置付け

られ（丙３９），平成１０年１１月１４日及び平成１３年９月９月１６日

発行のＹには「南北の幹線道路」として（丙１９，２０），平成１６年１

１月２７日発行のＹ及び平成１９年１１月発行の都市計画道路×号ニュ

ースには「本市の重要な南北道路」として説明がなされている（丙２２，

２４）。）や説明会等でも説明されており，このうち，平成６年１０月２

３日開催の地権者説明会，平成７年１月１５日開催の地元説明会において，

市川市は，本件都市計画道路が市川市の南北を縦断する重要な幹線道路で

あるとの位置付けや道路構造の具体的説明を行い，原告らはその一方又は

両方に出席した者であり，住民らないし原告らに対して特に虚偽の説明を

したといった事実は認められない。また，市川市は，平成６年１２月６日

から同月２０日までの間，本件変更決定に係る案を縦覧に供しており（丙

６），その内容に誤りがあったなどという事情はうかがわれない。その上，
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本件変更決定の内容からして，市川市の本件道路の位置付けが，本件変更

決定ないし本件不許可決定の適法性と関係するとは到底考えられない。 

よって，原告らの主張は採用することができない。 

(2)  また，原告らは，被告ないし市川市は，本件道路の車線数を昭和４２

年の都市計画決定当時は４車線であったのに，本件変更決定時に２車線に

変更したなどと主張する。この点，旧道路構造令７条１項，９条１項，３

項によれば，第４種道路においては２車線の道路の最小の車道の幅員は６．

５メートルとされるので４車線道路では最低１３メートルの幅員が必要

となり，さらに跨線橋では各側に最低１．５メートルの歩道を設置すると

されていたところ，本件道路の跨線橋については昭和４２年の都市計画決

定時において同跨線橋の幅員は１２メートルで計画されていたのである

から（甲５）この部分を４車線で計画することは不可能であったこと，本

件都市計画道路は，γから北側部分で昭和４３年３月２０日に供用開始さ

れている部分については２車線であること（丙２）に鑑みれば，本件道路

を４車線とするよう市川市が計画していたことがあった事実は認められ

ない。なお，原告らはＦ線との立体交差部分について２０ないし３６メー

トルの幅員が確保されている点について，４車線を計画していたことの証

左である旨主張するが，跨線橋の建設手法として土盛りの必要から長い法

面が必要になり，その分広い敷地が必要になる上（弁論の全趣旨），跨線

橋の設置により車両の沿道への出入りに支障を来すため，本線車道に平行

して側道を設ける必要があり，このことを前提とした計画が建設大臣の認

可を経ていること（甲３４）からすると，市川市ないし被告はこの部分に

おいても２車線の計画をしていたものと解され，原告らの同主張は採用で

きない。さらに，地元のδ自治会会長からの平成７年３月２７日付け１６

項目の質問状に対し，市川市は，同年４月１７日，他の項目に対する回答

と併せて，現計画案を含めて６案の検討を行った結果，現計画案が最善で
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あると判明した旨回答した上，同年７月７日には，同自治会に対し，６案

の内容を回答し，そのうち第４案は，全区間を河川西側に４車線とする案

であるが，同案は大幅な計画変更となりかつ河川東側の既決定部分を廃止

する必要があるといった難点があったことを明らかにしている（甲２６，

丙６２，６３）。これによると，市川市は，４車線化を含めて検討対象と

したことはあるもののこれを採用する予定としたものとは認めるに足り

ず，他方，このような質問を住民に対し特に秘匿してはいない。 

以上のとおり，被告や市川市において，当初４車線にする計画があった

とは認められず，またこのことを特に住民らに秘匿していたとも認められ

ない。 

３  争点３及び５について 

原告らは旧都計法６条１項及び２１条１項を根拠にして，本件変更決定

の前に交通量の調査を行うべきであったと主張する。都市計画変更決定は，

基礎調査により変更の必要が明らかになったとき等に行われるが（旧都計

法２１条１項参照），都市計画変更決定時に行われることが法律上求めら

れているわけではなく，そもそも本件変更決定前に最新の交通量調査がな

されていなかったとしても，本件変更決定の直接の違法事由となるとは解

されない。また，本件変更決定の内容（前記第２，１，(1)，イ）や市川市

が本件変更決定の前年である平成６年３月には交通量推計資料を作成し参

考資料として千葉県知事に提出していること（甲３，１０，弁論の全趣旨）

からして，交通量調査を行う必要があったともいい難い。 

これに対し，原告らは，計画が１２年間中断されていたことから，本件

変更決定前に交通量調査を行う必要があった旨主張するが，前記変更内容

やこの間も概ね５年間に行うべき基礎調査を行っていたはずであること

（旧都計法６条１項）に照らして採用できない。また，原告らは，平成１

６年３月時点での交通量予測調査と比較すると，平成６年時には適切な交
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通量予測がなされていなかったことは明らかである旨主張するが，平成１

６年３月の交通量予測（甲３０）は，平成１１年及び平成１４年実測交通

量との比較を基にした現況道路ネットワーク（本件道路部分が完成した場

合でかつ現在事業が進められているＭ道路等を考慮しない現在供用されて

いる道路網のみの当面の交通量予測）として算定されているところ，これ

らのデータは平成６年時には入手は不可能であるから，平成１６年交通量

予測を根拠に平成６年交通量予測が不適切であったということはできない

上，平成６年交通量予測（甲３，１０）について，現況道路ネットワーク

ではなく，市川市全体の都市計画道路が全て完成することを前提とした将

来道路ネットワークとして交通量を推定していた等の手法であったとして

も特に不適切とはいえないから原告らの主張は採用できない。 

４  争点４及び５について 

(1) 上記３で認定したように，本件変更決定時の交通量調査に問題があっ

たとはいえないから，市川市ないし被告は１日当たり交通量が３万台を超

えることを予想して環境保全措置をとる必要はなく，本件変更決定時の環

境保全策が不十分であったことを理由として本件変更決定ないし本件事

業認可の違法事由とすることはできない（なお，環境影響評価法（平成１

２年４月１日施行）においては，高速自動車国道等の道路の新設及び改築

については同法の定める環境影響評価が必要とされているが，本件変更決

定ないし本件事業認可で必要とは解されないため違法事由たり得ず，その

他に一定の環境保全策をとっていなかったことが都市計画変更決定の違

法事由たり得ると認められる根拠もない。）。 

(2) なお，原告らは，現状の環境予測調査によれば，本件道路は，沿線の

騒音について，環境基準を満たさないと主張するが，仮に本件変更決定時

に何らかの環境保全策が必要であったとしても，平成１４年から同１５年

にかけて行われた環境影響予測結果によれば騒音に関する環境対策を講
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ずれば概ね環境保全目標は達成されること（丙２３の１，６６），平成１

６年９月１日付けで市川市長が同市環境審議会に同結果に係る環境保全

の見地からの意見を諮問したところ，騒音については遮音壁の設置等の適

切な環境対策を実施することにより環境保全目標を達成可能であり，大気

質，振動については環境保全目標を達成できる旨の答申を得ていること

（丙２１の１，２１の２），同市が上記騒音対策を実施すべく準備をして

いること（丙２３の２，６７）といった事情を検討する限り，同市が恒常

的に損害賠償義務を発生させかねない道路を建設しようとしているとは

認められず，原告らの主張は採用できない。 

５  小括 

上記のとおり，原告らが主張する本件変更決定の違法事由があるとは認め

られず，手続上の瑕疵もないから，違法性の承継等のその余の点について判

断するまでもなく原告らの主張は採用できない。 

そして，都市計画法６５条１項の申請に対する不許可処分は，都市計画施

行者の裁量でなされるところ，事業認可の告示以降は事業の施行が具体的に

確定しており，事業施行に障害となる行為を認めるべきではないことから，

現在の土地の維持管理的な申請以外は原則として許可することを予定して

いないというべきであり，本件においても少なくとも千葉県知事がその裁量

を逸脱，濫用して不許可決定をしたと認められるべき事情は見当たらないか

ら，本件不許可処分はいずれも適法である。 

 ６ 結論 

以上の次第で，原告らの請求はいずれも理由がないからこれを棄却する

こととし，主文のとおり判決する。 

   千葉地方裁判所民事第３部 

 

裁判長裁判官    多 見 谷  寿  郎 
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